





Current Situation of FDI from Japan and Strategy of SMEs Operating in Viet Nam:
Focusing on the Development of Supporting Industry
IDE, Fuminori・MORIHARA, Yasuhito
After the introduction of modernization reforms called ‘Doi Moi’ in 1986, Viet Nam has 
gone through rapid transformations, and in recent years, number of FDI from Japanese 
manufacturing sector has increased rapidly under the ‘China plus one’ strategy.
However, the rapid progress of industrialization evoked several problems. For example, 
MNCs lacked linkages with local industries, and the dependence for parts, materials and 
machines on import caused the trade imbalance. In order to address these difficult 
situations, the Vietnamese government increasingly put emphasis on the development of 
‘Supporting Industry’ (SI).
This paper examines the current situation of FDI from Japan, policies on developing SI, 
and attraction of investment from Japanese small and medium enterprises (SMEs) in Viet 
Nam, based on the field survey in March 2012.



















では、とりわけ 2000 年代に入って日本からの FDIが急増する一方で、進出したアセンブラー
に対する部品・中間財供給が現地において困難であることから、裾野産業育成の必要性が喫緊





























るベトナムの順位づけを見てみると（表 1）、90 年代後半、6位から 8位程度であったベトナム
の地位が、2000 年代前半に入って年々順位を上げ、2006 年～ 10 年までは中国、インドに次ぐ
3位にまで達したことが分かる。
表 1　中期的（今後 3年程度）有望事業展開先国・地域（複数回答可）の上位 8カ国
1 位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位
1997 中国 米国 インドネシア タイ インド ベトナム フィリピン マレーシア
1998 中国 米国 タイ インドネシア インド フィリピン マレーシア ベトナム
1999 中国 米国 タイ インド インドネシア ベトナム マレーシア、フィリピン、英国
2000 中国 米国 タイ インドネシア マレーシア 台湾 インド ベトナム
2001 中国 米国 タイ インドネシア インド ベトナム 台湾 韓国
2002 中国 タイ 米国 インドネシア ベトナム インド 韓国、台湾
2003 中国 タイ 米国 ベトナム インド インドネシア 韓国 台湾
2004 中国 タイ インド ベトナム 米国 ロシア インドネシア 韓国
2005 中国 インド タイ ベトナム 米国 ロシア 韓国 インドネシア
2006 中国 インド ベトナム タイ 米国 ロシア ブラジル 韓国
2007 中国 インド ベトナム タイ ロシア 米国 ブラジル インドネシア
2008 中国 インド ベトナム ロシア タイ ブラジル 米国 インドネシア
2009 中国 インド ベトナム タイ ロシア ブラジル 米国 インドネシア
2010 中国 インド ベトナム タイ ブラジル インドネシア ロシア 米国
















2000 年代以降は件数、金額ともに急増することとなった。そのピークは 2008 年であり、この年、
FDI件数は 1557 件、認可額は 717 億 1260 万ドル、実行額は 115 億ドルとなった７）。しかし、
2009 年以降、世界的な景気低迷の影響などもあり減少傾向にある。国・地域別の件数及び認可
額を見てみると、認可額レベル（実行額ではない点に注意されたい）ではシンガポール、韓国、
日本、台湾、英領バージン諸島、米の順である。件数では韓国が最も多く 3112 件、台湾 2219 件、














































98 年を底としてその後堅調な増加を続け、2007 年から 08 年にはギソン製油所プロジェクト（約
62 億ドル）などの巨額プロジェクトがあったこともあり、いったんピークを迎える。その後減
少するものの、10 年以降は急増となり、2011 年は認可額で 18 億 5300 万ドルとなった。この







把握している在ベトナム日系企業 1672 拠点のうち、南部が最も多い 887、次いで北部の 686、
















































JBAV 115 109 123 132 145 166 199 246 295 353 377 435 444
JBAH 212 231 242 242 264 275 311 358 376 416 450 544 563
JBAD － － － － － － － － 35 41 40 49 49
合計 327 340 365 365 409 441 510 604 706 810 867 1028 1056
注 1：JBAV：ベトナム日本商工会、JBAH：ホーチミン日本商工会、JBAD：ダナン日本商工会
注 2： 2000 年～ 2010 年の企業数は各年 4月時点、2011 年の企業数は同年末時点、2012 年の企業数は 5月
時点でのデータ。
出所： 2000 年～ 2010 年までの数値は、JETROハノイ事務所『2011 年ベトナム一般概況』2011 年 9 月、




る。なかでもキヤノンは 3工場を構え、月産は 100 万台でサプライヤーも 110 社ほど存在する。




業の進出がみられる。とりわけ二輪車生産は国内生産車の販売台数が 2011 年には 400 万台を超
えており、普及率は都市部で 123％、地方部でも 84％に達している（図 3）。ホンダはハノイ北
西にあるビンフック省で第 1、第 2工場合わせて 7700 人程度を雇用しており、第 3工場も計画




台、ある程度のレベルの一戸建ての購入費用が 60000 ドルであるのに対して、バイク 1台は
1000 ドル前後から購入可能である。乗用車ではトヨタの人気車種である 7人乗り 4WDのイノー
バが 30000 ドル台、KIA、HYUNDAIなどの韓国車が 10000 ドル台から用意されており、小型
タクシーなどで韓国車が増加傾向にあるという 10）。四輪車はベトナム国民の所得レベルからする
と高嶺の花である感もするが、徐々に購入台数は増加傾向にある。とはいえ、2011 年度の自動










































































図 4　ベトナムの人口構成（2009 年と 2030 年予想比較）














という名称が普及するようになったのは 1990 年代以降のことといってよい 14）。















































































A：素材産業 B：資本財産業 C：部品産業 D：工程 E：副資材







中堅企業性 SI ⑤ ⑥⑧⑨⑩ ⑪⑫



























































年 7 月 4 日）、①輸出税・輸入税に関する優遇（免税）、②政府の開発投資信用基金の借入、③
中小企業育成のための財政補助、④ハイテク産業の発展を支える裾野産業への税制優遇（輸出
税、輸入税、企業所得税）、⑤付加価値税の納付延期・還付が盛り込まれた。裾野産業の具体






















ぎなかった工業団地は 2000 年に 65、2005 年に 130、2010 年に 260 にまで拡大した。工業団地















































出所 :  The Prime Minister, Socialist Republic Viet Nam [2011], Decision: Promulgating the List of 
Products of Support Industries Prioritized for Development, No.1483/QD-TTg, August 26.
表 4　2011 年 8月 26 日付首相決定（1483/QD-TTg）における裾野産業対象業種
64 井出　文紀・森原　康仁：対ベトナム直接投資の動向と日系中小企業の経営戦略
表 5　ベトナムにおける工業団地の推移
1991 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年
工業団地数 1 12 65 130 260
規模（ha） 300 2,370 11,830 26,971 71,394




これまでそうした条件がなかったのである。「そのため 1,000m2 以下、月額 1m2 あたり 4 ～ 5
ドルといった貸し工場が必要」という認識がここ数年で急速に広まっている 26）。実際、こうし
た期待に応えて、各工業団地で近年レンタル工場が急速に整備されてきた。




場が 15（表 7）、2012 年以降に増設ないし新規建設予定の工業団地は 8団地にものぼる（表 8）。







ハノイ・ダイトゥ工業団地 10,000 ～ 14,000
クワンミン工業団地 2,200 ～ 2,400m2
クエヴォー工業団地
5000m2 × 15 棟
(間仕切りによって 1000m2 からのレンタル）
バクニン省






チャン・ヅエ工業団地 4000m2 ～ 6000m2
ハイフォン省 野村ハイフォン工業団地
平屋 2棟、4階建て 4棟（約 1,500m2―内訳：ワー
キングエリア 1,200m2、オフィス他 300m2）
VSIPハイフォン工業団地 2000m2（建設予定）




ダイアン工業団地 1744m2、 2,715m2、 5000m2、 6,700m2、 6,000m2
ビンフック省 カイクワン工業団地 2,800m2　及び　2,300m2
ハナム省 ドンヴァン II工業団地 7,000m2











2 × 2 棟
床耐荷重は 10 トン /m2
タンドゥック工業区
1）<2,750m2(工場 ) + 540m2(事務所 )> × 15 棟
2）<2,200m2(工場 ) + 450m2(事務所 )> × 5 棟




1）1,022m2 × 6 棟 （ミーフック 3）




1）2,000m2 × 21 棟
2）1,000m2 × 30 棟
◆ VSIP-2
1) 2,000m2 × 10 棟
2) 1,000m2 × 7 棟 合計 68 棟貸し出し中
床耐荷重は 12.5-15.0KN/m2
ドンアン II工業区
1）5,000m2 × 2 棟
2）3,750m2 × 3 棟（建設予定）
床耐荷重は 4,000kg/m2
メイプルツリービジネスシティ












タイプ 1 生産エリア 2,000m2､ 事務所 576m2
タイプ 2 生産エリア 2,300m2､ 事務所 576m2
タイプ 3 生産エリア 2,600m2､ 事務所なし
















床耐荷重は 3～ 4階 600kg/m2、4 ～ 5 階
400kg/m2。
タンフーチュン工業区
工場 4,624m2 ＋事務所 396m2 × 2 棟
工場 4,828m2 × 1 棟
工場 2,958m2 × 1 棟




ンロン・アパートメント・ファクトリー（TLAF）」である。 TLAF の賃貸面積は 500m2 で賃
料は 1m2 あたり 7 ドル／月である。管理費を入れても、年間 44,000 ドルで進出することが可












500m2 × 4 ユニット
1000m2 × 9 ユニット
2012 年 10 月予定
Dong An 2 工業団地 ローカル
2300
～ 3000m2
6 ～ 7 棟 2012 年 1 四半期





2012 年 6 月頃に
590m2 の工場が 10
棟完成予定。
ドンナイ省 Long Duc工業団地 日本
1000m2 ～
2000m2
建設用地 2ha以上 2013 年夏
ロンアン省






Long Hau 4 工業団地 ローカル &日本
300m2
～ 2000m2
建設用地 2ha 2013 年頃
Vinh Loc 2 工業団地 ローカル 1000m2 建設用地 10ha 2012 年 2 四半期




電力供給 200KVA/ユニット（0.4kV/3 相にて供電） 
給水能力 39m3/日 /ユニット









賃貸面積 500m2 × 11 ﾕﾆｯﾄ (含むトイレ面積 : 32m2/ ﾕﾆｯﾄ）
賃貸料 US$7.-/ m2 ( ﾕﾆｯﾄ面積 ) / 月
管理費 US$2,000 / ﾕﾆｯﾄ / 年
水道・電気接続費 US$10,000 / US$5,000
工業用水料金 (除く VAT) US$ 0.72/m2, 排水処理料金 : US$0.24/m3
電気代 ハノイ電力公社のタリフに基づく
デポジット US$10,000
注：2012 年 2 月現在。
出所：Thang Long Industrial Park Corporation 資料
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表 10　タンロン・アパートメント・ファクトリー入居企業（2012 年 3月時点）
会社名 事業内容 親会社 所在地
Noda VN Co., Ltd. 抜き型製造 株式会社ノダ 大阪
HOEV Co., Ltd. 情報通信 HOYA株式会社 東京
Standard Units Supply VN Co., Ltd. FA向け機械装置 SUS株式会社 静岡
Tokushu Hashigo Seisakusho VN Co., Ltd. 梯子製作 特殊梯子製作所 兵庫
Kanayama Precision  VN Co., Ltd. 注油器等 株式会社金山精機製作所 京都
Y.H Seiko Vietnam JSC 金型の設計・製作・成形 有限会社吉中精工 福井
Sanko Fastem (Vietnam) Co., Ltd. あと施工アンカーの部品組み付け サンコーテクノ株式会社 千葉
Kosai Vietnam Co., Ltd. 宝飾品の製造・販売 株式会社光彩工芸 山梨












工作機械の製造を手掛けている。同社がベトナムに進出したのは 2002 年 10 月であり、資本金







































郊の地場縫製企業の月給は 2012 年 3 月現在で 400 万ドンになっており、一部の企業は幼稚園
や託児所の設置をおこなうなど福利厚生も充実させている 27）。そのため日系企業も賃金を同水
準に引き上げざるをえない。調査時にタンロン工業団地で確認したところによると、日系プリ
ンターメーカー F社が月給 400 万ドン、オプティクス関連メーカー G社も 400 万ドン、電子
機器メーカーH社が 360 万ドン、医療メーカー I社が 285 万ドンだった（いずれも付加給付を
含む）。2011 年 10 月の日系企業の賃金水準は月給 250 万ドン程度だったので、わずか半年で最
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現地進出日系企業 43.8  56.4  46.6  60.8  37.8  40.8
地場企業 37.4  40.3  45.5  35.3  56.9  44.1
外資系企業 18.8 3.3  7.9 3.9  5.3 15.1
注：2009 年 9 月 1 日～ 10 月 15 日に調査、nは回答企業数、国別、平均、合計が 100％になるよう回答。
出所： JETRO海外調査部アジア大洋州課『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2009 年度調査）』









株式会社ノダは 1985 年に創業し、大阪市生野区に本社を構える売上高 10 億円規模の中小企





2000 年代半ばから同社は業容を拡大してきた 29）。2000 年代後半には売上規模を毎年 30％～






























































































































4 4 4 4 4 4 4 4
出志向型の直接投資を大量に誘致すること


























































































㻜 ??????????????????????????????????????????????????????????? ???????????? ????????? ?
図 8　国際化を行うことになったきっかけ
資料： 中小企業庁委託「国際化と企業活動に関するアンケート調査」（2009 年 11 月、三菱 USJリサーチ
＆コンサルティング（株））
注 1：国際化を「行っている」と回答した中小企業のみを集計している。









部研究会（2012 年 7 月 28 日）では、予定討論者の竹野忠弘名古屋工業大学教授ほか、フロアの先生
方から有益なコメントを頂戴した。合わせて御礼申し上げたい。
２）井出 [2004a]。
３）たとえば「『プラス 1』の勧め――中国一辺倒にリスク」（『日本経済新聞』2003 年 9 月 15 日付朝刊）、「本
格化する『チャイナ・プラス・ワン』」（『エコノミスト』2005 年 7 月 8 日号）など。
４）たとえば、日本貿易振興機構の発足記念シンポジウム「東アジア自由ビジネス経済圏結成に向けて」















８）JETROの資料を基に両地域の人口及び所得をみると、2010 年のベトナムの人口約 8700 万人のうち、
ハノイが 656 万、ホーチミンが 738 万人、一人当たり年収が最も高かったのはホーチミン 1642 ドル、
次いでホーチミン近郊のビンズオン省の 1619 ドル、その次がハノイの 1208 ドルである。
９）ホンダニュースリリース（2011 年 7 月 25 日）「ベトナムで二輪車第三工場建設　生産能力を 50 万台
拡大し、年間 250 万台体制へ」。
10）現地聞き取り調査時の関係者コメント。
11）聞き取り調査時の関係者コメント。なお、JETROによると、2011 年のタイの新車販売台数は 79 万
4000 台、タイ工業連盟発表による 2011 年の生産台数は 145 万 8000 台であった。インドネシアでは
2011 年の国内自動車販売台数は 89 万 4000 台である。JETRO海外調査部『2011 年　世界主要国の自
動車生産・販売動向』2012 年 4 月を参照。
12）「ファミマ、ベトナム進出」『日本経済新聞』2009 年 4 月 22 日付朝刊。なお、ファミリーマートは
2011 年 8 月上旬にベトナムで合弁会社を設立し、フランチャイズ形式により 2015 年末までに店舗数
を 300 店体制にする考えであるという（『日本経済新聞』2011 年 8 月 1 日）。
13）ベトナムへの FDIが活発になり始めた当時、都市部近郊の工業団地では「工場の門に張った紙一枚で、
週に五十から六十人の就職希望者が集まった」「ベトナムでは二百人の労働者を一日で集められる」状







16）海外コンサルティング企業協会聞き取り調査、2003 年 4 月 21 日。
17）Porter, M. E [1990], p.149.
18）関下 [2002]、106－110 ページ。UNCTAD [2001].






25）Vietnam Development Forum, JICA [2011] , p.9.
26）Dau Tu「裾野産業への日本企業誘致、小さな『寿司屋」も決め手」『ベトナムニュース The Watch』
2011 年 6 月 29 日。
27）JETROハノイ事務所の佐藤進氏による。
28）同上。
29）同社は 2005 年 10 月名古屋近郊に中部工場を開設、2006 年 10 月に東京営業所を設置、以後九州営業
所を設置している。
30）野田氏によれば、TALFを選択した理由は、①少額投資で済むこと、②事業内容からみて 1000 平米以








示商談会」など。また、2003 年 4 月から日越両国首脳合意により開始された「日越共同イニシアティブ」
において、裾野産業の育成に対する支援は一貫して取り組まれているテーマである。
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